


　2013年3月31日農林水産省は農地に支柱を立てて営農を継続する太陽光発電設備等(営農型発電設備)について、下部の農地に
おいて営農の適切な継続が確保され、かつ、周辺の営農に支障がないことを前提に、設置を許可する公表をしました。
(24農振第2657号)現在、様々な地域で普及が始まっています。 

1.  パネルの角度・間隔等による遮光の影響から見て、作物の生育に適し
　  た日照量を確保する。
2.  支柱の高さ・間隔等から見て、農作物に必要な機械等を効率的に利用
　  できる耕作空間を確保する。
3.  下部の農地における単収が、同じ年の周辺平均単収と比較して2割
     以上減少しない。 
4.  下部の農地における農作物の生産状況を毎年報告し、必要な知見を
　  有する者の確認を受ける。
5   支柱の基礎部分を一時転用許可の対象とし、3年ごとに継続審査を
　  総合的判断に基づいて行う。
6.  支柱は簡易な構造で容易に撤去できるものに限るもの
　  とし、必要最小かつ適正な面積とする。
7.  一時転用のための許可申請書に添付する書類
　  ①設備の設計図 ②下部農地における営農計画書 ③設置による営農への影響の見込みと
　　    関連データ・必要な知見を有する者の意見書 クリア
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